
  

大阪市新型コロナウイルス感染症対策本部会議 

                          

日時：令和３年２月４日（木） 

                           11 時 30 分～  

場所：市役所５階特別会議室   

 

次  第 

 

  議 題 

 

(１) ワクチン接種について 

 

 

(２) その他 

 



大阪市新型コロナウイルスワクチン
接種推進本部の設置について

令和３年２月４日

健康局









全庁的な推進体制の必要性
【取り組むべき内容】

（１）医療従事者の確保（医師会等との調整） （６）ワクチンの保管・管理（超低温冷凍庫の配備）

（２）集団接種会場の確保・運営 （７）ワクチンの移送

（３）相談体制の確保（コールセンターの設置） （８）高齢者施設の入所者及び従事者への優先接種

（４）予約・管理のシステム構築・管理 （９）人員体制の整備

（５）クーポン券等の印刷・郵送 （10）接種費用（予算）の確保

ワクチン接種にかかる
全庁的な推進連絡体制を構築

【推進の方向性】

（１）複数部局による多岐にわたる業務の迅速・着実な遂行

（２）各業務の連携と全体的な進捗管理



【副本部長】
朝川副市長

○○局長区長

【副本部長】
山本副市長

【本部長】市長

ワクチン接種推進本部の設置について

【ワクチン推進監】
健康局長

【副本部長】
高橋副市長

【事務局】健康局

○○局長 ○○局長 ○○局長・・・

【本部員】



大阪市新型コロナウイルスワクチン接種推進本部設置要綱（案） 

 

（設 置） 

第１条 本市における新型コロナウイルスワクチンの迅速かつ適切な接種の推

進に向け、全庁的に総合的対策を実施するため大阪市新型コロナウイルスワク

チン接種推進本部（以下「ワクチン推進本部」という。）を設置する。 

 

（所掌事務） 

第２条 ワクチン推進本部は、次に掲げる事務を所掌する。 

（１）対策の決定及び実施に関すること。 

（２）その他対策を実施するために必要なこと。 

 

（組 織） 

第３条 ワクチン推進本部は、本部長、副本部長、ワクチン接種推進監（以下

「ワクチン推進監」という。）及び本部員をもって組織する。 

２ 本部長は、市長をもって充てる。  

３ 副本部長は、副市長をもって充てる。 

４ ワクチン推進監は、健康局長をもって充てる。 

５ 本部員は、区長及び大阪市市長直轄組織設置条例（平成24年大阪市条例第

12号）第1条に掲げる組織の長、大阪市事務分掌条例（昭和38年大阪市条例第

31号）第 1条に掲げる組織の長、会計室長、消防局長、水道局長、教育長、市

会事務局長、行政委員会事務局長、中央卸売市場長とする。 

 

（職 務） 

第４条 本部長は、ワクチン推進本部の事務を総括し、ワクチン推進本部の職

員を指揮監督する。本部長に事故があるときは、あらかじめ市長が指名する副

市長がその職務を代理する。当該副市長が参集できないときは、副市長の事務

分担等に関する規則第２条第１項に掲げる順序により、その職務を代理する。

すべての副市長が参集できない場合は、健康局長がその職務を代理する。 

２ 副本部長は、本部長を補佐する。 

３ ワクチン推進監は、本部長の命を受け、ワクチン推進本部の事務を掌理し、



ワクチン推進本部の職員を指揮監督する。 

４ 本部員は、本部長の命を受け、ワクチン推進本部の事務に従事する。なお、

災害時などの緊急時に、臨時的に本部員の権限を行使できる「代行者」をあら

かじめ各所属において定めておく。 

 

（会 議） 

第５条 ワクチン推進本部の会議は、本部長がその都度必要と認めた本部員を

随時招集して行う。 

２ 本部長が必要と認めるときは、本部員以外の者に会議への出席を求めるこ

とができる。 

３ 本部員は、必要に応じて本部長に会議の開催を求めることができる。 

 

（庶 務） 

第６条 ワクチン推進本部の庶務は、事務局として健康局において処理する。 

２ 事務局は、必要に応じて、関係する区、局及び室に協力を求めることがで

きる。 

 

（その他） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、ワクチン推進本部の運営に関し必要な

事項は、本部長が別に定める。 

 

 

附 則 

この要綱は、令和３年２月 日から施行する。 


